
科学技術・学術審議会関係法令

文部科学省設置法（抄 （平成11年７月16日法律第96号））

第六条 本省に、次の審議会等を置く。

科学技術・学術審議会

第七条 科学技術・学術審議会は、次に掲げる事務をつかさどる。

一 文部科学大臣の諮問に応じて次に掲げる重要事項を調査審議すること。

イ 科学技術の総合的な振興に関する重要事項

ロ 学術の振興に関する重要事項

二 前号イ及びロに掲げる重要事項に関し、文部科学大臣に意見を述べること。

三 文部科学大臣又は関係各大臣の諮問に応じて海洋の開発に関する総合的かつ基本的

な事項を調査審議すること。

四 測地学及び政府機関における測地事業計画に関する事項を調査審議すること。

五 前２号に規定する事項に関し、文部科学大臣又は関係各大臣に意見を述べること。

六 技術士法 （昭和五十八年法律第二十五号）の規定によりその権限に属させられた事

項を処理すること。

２ 前項に定めるもののほか、科学技術・学術審議会の組織及び委員その他の職員その他

科学技術・学術審議会に関し必要な事項については、政令で定める。
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科学技術・学術審議会令 （平成12年６月７日政令第279号）

（組織）

第一条 科学技術・学術審議会（以下「審議会」という ）は、委員三十人以内で組織す。

る。

２ 審議会に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、臨時委員を置くこと

ができる。

３ 審議会に、専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門委員を置くことがで

きる。

（委員等の任命）

第二条 委員は、学識経験のある者のうちから、文部科学大臣が任命する。

２ 臨時委員は、当該特別の事項に関し学識経験のある者のうちから、文部科学大臣が任

命する。

３ 専門委員は、当該専門の事項に関し学識経験のある者のうちから、文部科学大臣が任

命する。

（委員の任期等）

第三条 委員の任期は、二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と

する。

２ 委員は、再任されることができる。

、 、３ 臨時委員は その者の任命に係る当該特別の事項に関する調査審議が終了したときは

解任されるものとする。

４ 専門委員は、その者の任命に係る当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解

任されるものとする。

５ 委員、臨時委員及び専門委員は、非常勤とする。

（会長）

第四条 審議会に、会長を置き、委員の互選により選任する。

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。

３ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を代理する。

（分科会）

第五条 審議会に、次の表の上欄に掲げる分科会を置き、これらの分科会の所掌事務は、

審議会の所掌事務のうち、それぞれ同表の下欄に掲げるとおりとする。



名称 所掌事務

研究計画･評価分科 一 科学技術に関する研究及び開発に関する計画の作成及び推進

会 に関する重要事項を調査審議すること。

二 科学技術に関する研究及び開発の評価に係る基本的な政策の

企画及び立案並びに推進に関する重要事項を調査審議するこ

と。

三 科学技術に関する関係行政機関の事務の調整の方針に関する

重要事項（前二号に掲げる事務に係るものに限る ）を調査審。

議すること。

資源調査分科会 資源の総合的利用に関する重要事項（他の府省の所掌に属する

ものを除く ）を調査審議すること。。

学術分科会 学術の振興に関する重要事項を調査審議すること。

海洋開発分科会 海洋の開発に関する総合的かつ基本的な事項を調査審議するこ

と。

測地学分科会 測地学及び政府機関における測地事業計画に関する事項を調査

審議すること。

技術士分科会 一 技術士制度に関する重要事項を調査審議すること。

二 技術士法（昭和五十八年法律第二十五号）の規定により審議

会の権限に属させられた事項を処理すること。

２ 前項の表の上欄に掲げる分科会に属すべき委員、臨時委員及び専門委員は、文部科学

大臣が指名する。

３ 分科会に、分科会長を置き、当該分科会に属する委員の互選により選任する。

４ 分科会長は、当該分科会の事務を掌理する。

５ 分科会長に事故があるときは、当該分科会に属する委員のうちから分科会長があらか

じめ指名する者が、その職務を代理する。

６ 審議会は、その定めるところにより、分科会の議決をもって審議会の議決とすること

ができる。

（部会）

第六条 審議会及び分科会は、その定めるところにより、部会を置くことができる。

２ 部会に属すべき委員、臨時委員及び専門委員は、会長（分科会に置かれる部会にあっ

ては、分科会長）が指名する。

３ 部会に、部会長を置き、当該部会に属する委員の互選により選任する。

４ 部会長は、当該部会の事務を掌理する。



５ 部会長に事故があるときは、当該部会に属する委員のうちから部会長があらかじめ指

名する者が、その職務を代理する。

６ 審議会（分科会に置かれる部会にあっては、分科会。以下この項において同じ ）は、。

その定めるところにより、部会の議決をもって審議会の議決とすることができる。

（幹事）

第七条 審議会に、幹事を置く。

２ 幹事は、関係行政機関の職員のうちから、文部科学大臣が任命する。

３ 幹事は、審議会の所掌事務（学術分科会に係るものを除く ）について、委員、臨時。

委員及び専門委員を補佐する。

４ 幹事は、非常勤とする。

（議事）

第八条 審議会は、委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数が出席しなければ、会議

を開き、議決することができない。

２ 審議会の議事は、委員及び議事に関係のある臨時委員で会議に出席したものの過半数

で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。

３ 前二項の規定は、分科会及び部会の議事について準用する。

（資料の提出等の要求）

第九条 審議会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、関係行政機

、 、 、 。関の長に対し 資料の提出 意見の開陳 説明その他必要な協力を求めることができる

（庶務）

第十条 審議会の庶務は、文部科学省科学技術・学術政策局政策課において総括し、及び

処理する。ただし、研究計画・評価分科会に係るものについては文部科学省科学技術・

学術政策局企画評価課において、学術分科会に係るものについては文部科学省科学技術

・学術政策局政策課において文部科学省研究振興局振興企画課の協力を得て、海洋開発

分科会に係るものについては文部科学省研究開発局海洋地球課において、測地学分科会

に係るものについては文部科学省研究開発局地震・防災研究課において、技術士分科会

に係るものについては文部科学省科学技術・学術政策局人材政策課において処理する。

（雑則）

第十一条 この政令に定めるもののほか、議事の手続その他審議会の運営に関し必要な事

項は、会長が審議会に諮って定める。

附 則

この政令は、平成十三年一月六日から施行する。



附 則 （平成一五年三月二八日政令第九八号） 抄

（施行期日）

第一条 この政令は、平成十五年四月一日から施行する。

附 則 （平成二五年六月二六日政令第一八九号） 抄

（施行期日）

第一条 この政令は、平成二十五年七月一日から施行する。



科学技術・学術審議会学術分科会運営規則

平成１３年３月 ７日 科学技術・学術審議会学術分科会決定

平成１６年３月１８日 一部改正

平成１７年２月１４日 一部改正

平成１９年２月 １日 一部改正

平成２１年２月 ２日 一部改正

（趣旨）
第１条 学術分科会（以下「分科会」という ）の議事の手続その他その運営に関し必要な事項。

は、科学技術・学術審議会令（平成１２年政令第２７９号）及び科学技術・学術審議会運営

規則(平成１３年２月１６日科学技術・学術審議会決定)に定めるもののほか、この規則の定

めるところによる。

（部会）

第２条 分科会に、次の表の左欄に掲げる部会を置き、学術の振興に関する重要事項のうち、

右欄に掲げる事項について調査審議する。

部会の名称 調 査 審 議 事 項

研究環境基盤部会 大学等における研究環境の具体的な整備及び評価に係る事項並びに特

定の分野における学術研究の推進のための具体的な方策及び評価に係

る事項（分科会において直接調査審議を行うものを除く）

研究費部会 研究費に係る事項

科学研究費補助金 科学研究費補助金の配分のための審査及び評価に係る事項

審査部会

２ 部会の会議は、部会長が招集する。

３ 部会長は、会議の議長となり、議事を整理する。

４ 分科会長は、分科会の所掌事務に係る事項の調査審議をその内容に応じて関係の部会に付

託することができる。

５ 前項の規定により部会に付託された事項のうち分科会の議決をもって科学技術・学術審議

会の議決とすることとされたものについては、分科会が特に分科会の議決を経る必要がない

と認めた場合には、部会の議決をもって分科会の議決とすることができる。

６ 分科会長は、次の表の右欄に掲げる事項については、その調査審議を同表の左欄に掲げる

部会に付託するものとし、部会の議決をもって分科会の議決とする。

部会の名称 調 査 審 議 事 項

科学研究費補助金審 科学研究費補助金の配分のための審査及び評価に係る事項
査部会

７ 前二項に規定する事項について部会が議決したときは、部会長は、分科会にその内容を報



告するものとする。

８ 前各項に定めるもののほか、部会の議事の手続その他その運営に関し必要な事項は、部会
長が部会に諮って定める。

（委員会）
第３条 分科会は、特定の事項について機動的に調査するため必要があると認める場合は、委
員会を置くことができる。
２ 委員会に属すべき委員、臨時委員及び専門委員（以下「委員等」という ）は、分科会長が。
指名する。
３ 委員会に主査を置き、当該委員会に属する委員等のうちから分科会長の指名する者が、こ
れに当たる。
４ 委員会の主査は、当該委員会の事務を掌理する。
５ 委員会の会議は、主査が招集する。
６ 主査は、会議の議長となり、議事を整理する。
７ 主査に事故があるときは、当該委員会に属する委員等のうちから主査があらかじめ指名す
る者が、その職務を代理する。
８ 主査は、委員会における調査の経過及び結果を分科会に報告するものとする。
９ 前各項に定めるもののほか、委員会の議事の手続その他その委員会の運営に関し必要な事
項は、主査が委員会に諮って定める。

（議事の公開）
第４条 分科会の会議、会議資料は、次に掲げる場合を除き、公開とする。
一 分科会長の選任その他人事に係る案件。
二 行政処分に係る案件。
三 前二号に掲げるもののほか、個別利害に直結する事項に係る案件、または審議の円滑な
実施に影響が生ずるものとして、分科会において非公開とすることが適当であると認める
案件。

（議事録の公表）
第５条 分科会長は、分科会の会議の議事録を作成し、これを公表するものとする。
２ 分科会が、前条の各号に掲げる事項について調査審議を行った場合は、分科会長が分科会
の決定を経て当該部分の議事録を非公表とすることができる。

（雑則）
第６条 この規則に定めるもののほか、分科会の議事の手続その他分科会の運営に関し必要な
事項は、分科会長が分科会に諮って定める。



※以上の他に、今後、分科会及び部会において、専門的な事項を調査検討するための委員会、作業部会等を設置する予定

研究計画・評価分科会

資源調査分科会

学術分科会

海洋開発分科会

測地学分科会

技術士分科会

基礎基盤研究部会

産業連携・地域支援部会

生命倫理・安全部会

国際戦略委員会

第９期科学技術・学術審議会組織図

人材委員会

総合政策特別委員会

科学技術・学術審議会

※分科会については、科学技術・学術審議会令の規定により設置されている

（参考）



平成２９年２月１５日 

 

第９期科学技術・学術審議会委員名簿 

（５０音順） 

 

○青 木 節 子  慶應義塾大学大学院法務研究科教授 

     安 西 祐一郎  独立行政法人日本学術振興会理事長 

    ○稲 永   忍  長崎県公立大学法人理事長 

    ○内山田 竹 志  トヨタ自動車株式会社取締役会長 

     浦 辺 徹 郎  一般財団法人国際資源開発研修センター顧問、東京大学名誉教授 

大 垣 眞一郎  公益財団法人水道技術研究センター理事長、東京大学名誉教授 

     小 縣 方 樹  東日本旅客鉄道株式会社取締役副会長 

     甲 斐 知惠子  東京大学医科学研究所教授 

     春 日 文 子  国立研究開発法人国立環境研究所特任フェロー 

勝   悦 子  明治大学政治経済学部教授 

     鎌 田   薫  早稲田大学総長 

     岸 本 喜久雄  東京工業大学環境・社会理工学院長 

     栗 原 和 枝  東北大学多元物質科学研究所教授 

    ○栗 原 美津枝  株式会社日本政策投資銀行常勤監査役 

小長谷 有 紀  人間文化研究機構理事 

    ○五 神   真  東京大学総長 

     庄 田   隆  第一三共株式会社相談役 

白 石   隆  政策研究大学院大学長 

    ○白波瀬 佐和子  東京大学大学院人文社会系研究科教授 

    ○鈴 木 桂 子  神戸大学海洋底探査センター教授 

角 南   篤  政策研究大学院大学副学長 

    ※諏 訪 貴 子  ダイヤ精機株式会社代表取締役 

    ○辻   ゆかり  日本電信電話株式会社ネットワーク基盤技術研究所長 

     長 澤 仁 志  日本郵船株式会社代表取締役・専務経営委員 

西 尾 章治郎  大阪大学総長 

     濵 口 道 成  国立研究開発法人科学技術振興機構理事長 

     平 田   直  東京大学地震研究所地震予知研究センター長・教授 

福 井 次 矢  聖路加国際大学長、聖路加国際病院長 

○松 本   紘  特定国立研究開発法人理化学研究所理事長 

     宮 浦 千 里  東京農工大学副学長 

（以上、３０名） 

    ○は新任（９名） 

    ※諏訪委員は、任期が平成２９年７月３１日までであり、今回の改選の対象ではない 


